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超高齢社会の日本において健康寿命の延伸は重要な社会的課題である．中で

も，認知症への対応は，歯科医師の積極的な参加と医師との連携が求められてい

る（認知症施策推進総合戦略）[1]．近年，歯の喪失が認知機能の低下と認知症

の発症に関連することを強く示唆する疫学研究が報告され社会的にも注目され

ている[2,3]．さらに，欠損への補綴治療により咬合・咀嚼機能を回復すること

が，認知症の発症に対する保護的（予防，先送り）効果を持つ可能性を示唆する

日本の横断・縦断研究の成果が蓄積されつつある[4-7]． 

さらに我が国では，口腔機能と認知機能との関わりについて，公益社団法人日

本補綴歯科学会と認知症の専門とする公益社団法人日本老年精神医学会との間

で医科歯科連携プロジェクトが進行している[8]．本プロジェクトは国際的に類

例をみないプロジェクトであり，結実すれば，専門医科領域において咀嚼機能の

低下が認知症のリスクファクターであると認識されるための重要なエビデンス

となり，将来的には口腔科学を起点とした高齢者の Well-being，健康長寿に貢

献，医療費の削減へもつながることが期待される． 

その一方で，咀嚼機能の低下と認知機能の低下・認知症の発症との因果関係を

立証する介入研究が不足していることが大きな課題である．WHO のガイドライン

[9]では，全身運動と栄養指導が認知機能の低下と認知症のリスク低減として推

奨されており，補綴治療による咀嚼機能の回復による栄養摂取の改善と口腔機

能訓練による口腔機能低下症の予防が，認知機能の予防と認知症の発症予防に

対しても有効である可能性がある．そこで．今後の展開として，認知症予備軍ま

たは軽度認知障害（MCI）を有する高齢者に補綴治療後の栄養指導と口腔機能訓

練の効果を実証する医科歯科連携研究が望まれる． 
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